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 陳情又は要望に関する文書表  

受理番号 第     １０２９     号 受理年月日 令和７年 ９月１６日 送付委員会 文化生活・教育常任委員会 

陳 情 者  

件  名 京都府立高校に勤務する派遣英語指導助手（派遣ＡＬＴ）に関する陳情 

要  旨  

 

私どもはゼネラルユニオンという労働組合である。主に、全国各地の大学や英会話学校、小・中・高校の英語指導助手（ＡＬＴ）、

ＩＴ関連企業などで働く外国人労働者が加盟している。京都府立高等学校で教壇に立っている派遣英語指導助手（派遣ＡＬＴ）の現

状について知らせ、その処遇改善に向けて京都府議会の助言およびお力添えをいただければと願っている。 

１ 派遣ＡＬＴの労働条件を是正・改善する必要がある。 

現在、京都府立高等学校は 53校ある。そこでは、49名の英語指導助手が英語教師と共に教壇に立っている。そのうち 33名は、国

が英語教育の向上を目的に推進している「ＪＥＴプログラム」を活用して、京都府教育委員会が直接任用している「ＪＥＴプログラ

ムＡＬＴ」である。そして 16 名は、京都府教育委員会が 2023 年度から実施している競争入札により、今年３月に落札した人材派遣

会社が派遣する「派遣ＡＬＴ」である。京都府教育委員会と派遣業者との契約期間は１年であるため、派遣ＡＬＴの雇用期間も 1 年

である。また、労働条件は派遣会社と派遣ＡＬＴとの雇用契約書に定められている。なお、「派遣ＡＬＴ」の中に７名の私たちの組合

員がいる。 

「ＪＥＴプログラムＡＬＴ」と「派遣ＡＬＴ」は、京都府教育委員会の「英語指導助手取扱要綱」に基づき全く同じ仕事をしてい

るが、その労働条件や処遇にはあまりにも大きな格差がある。具体的には、「ＪＥＴプログラムＡＬＴ」の初年度の月例給は 33.5 万

円である。しかし、「派遣ＡＬＴ」の月例給は、わずか 21 万円である。いうまでもなく、労働法の精神である「同一労働同一賃金」

の原則から大きく逸脱している。私たちはなによりもまず、この「派遣ＡＬＴ」の賃金を、具体的には月例給 25万円以上、一時金は

1ヶ月分以上までと、少なくとも京都で暮らしていける最低賃金のレベルまで改善されなければならないと考えている。 

このような低賃金を引き起こす主な原因は、派遣会社が競争入札によって選定されることにある。今年度の入札では、4,000万円を
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提示した派遣会社は選定されず、3,354万円を提示した派遣会社が落札した。このような入札における低価格競争がＡＬＴの賃金をよ

り低く抑え込むために作用していることは明白である。 

こうした入札における低価格競争によってＡＬＴの賃金が低く抑え込まれることがないように、そもそもの入札条件として「ＡＬ

Ｔの賃金は月例給25万円以上、一時金は１ヶ月分以上にすること」を明記する必要がある。 

２ 派遣ＡＬＴに係る入札を廃止し、直接雇用を行う必要がある。 

こうした入札制度は、一般的には「地方自治体の負担を軽減するために行われる」と言われるが、実は違う。 

ＪＥＴプログラムに対しては、自治体の財政によって変動するが、国からその必要経費の70％が地方交付税として交付される。京

都府の場合、今年度のＡＬＴに係る当初予算ベースでは、一人当たりのＪＥＴプログラムＡＬＴは580万円であるが、国からの交付金

処置反映後には64万円と試算されている。一人当たりの派遣ＡＬＴの当初予算は432万円であるから、ＪＥＴプログラムを活用した方

がはるかに低予算になる。 

また、ＪＥＴプログラムではなく、一般公募によって会計年度任用職員としてＡＬＴを採用した場合は、基本的には必要経費の50％

が特別交付税として支給されるので、派遣ＡＬＴよりも直接雇用ＡＬＴの方が支出を低く抑えられるのは明らかである。にもかかわ

らず、京都府教育委員会は入札による派遣ＡＬＴを選択している。 

上記のように、地方財政の観点からも、派遣ＡＬＴではなく直接雇用の方が有益であると考える。また、派遣ＡＬＴの賃金を低く

抑えることになる競争入札を廃止し、直接雇用を行うように強く要望する。 

３ 京都府における英語教育の充実のためには、ＡＬＴが安心して働ける環境として、ＡＬＴの直接任用あるいは特別免許状の交付

が必要である。 

今年７月４日に行われた京都府立高等学校教職員組合と京都府教育委員会との交渉において、出席した一人の派遣ＡＬＴは以下の

ように述べている。 

「自分たちは、毎年の入札によって雇用会社が決まる。これによって、雇用の安定が保障されていない。自分は、この間、３年連

続、同じ学校で仕事をしているが、毎年、派遣会社が変わった。会社が変わるということは毎年の就職活動が必要ということだ。（年

度末になると）どこが契約したのか、自分たちで探していかないといけないことになっている。更に、この入札によって、年々、給

料が下がり、年々生活が厳しくなっている。これは、子どもたちの教育にもいい影響を与えているとは言えない。派遣会社では、雇

用は教育の担い手ではなく、商品となっているように感じる。これは、教育の質よりもコスト削減が優先となっていると思えてなら

ない。疑問だ。教育を担う人材を毎年の入札で決定するのはどうかと思う。不安定な立場であり、それまでの経験や生徒たちとの関

係を軽視する仕組みを続けるのは良くないと思う。私たちは真剣に教育と向き合っている。安心して働ける環境を望んでいる。日本

の教育者の一員として、社会の一員として、きちんと受け入れられたい。…自分たちの望みはシンプルだ。安定した立場で、尊厳を

持って働きたい。それが子ども達のためにも教育の質を守るためにもなると思う。どうか、直接雇用のために力を貸してもらいたい。」 

ＪＥＴプログラムの任用期間は５年である。しかも、ＪＥＴを経験した人は再度の任用はない。また、派遣ＡＬＴの契約期間は 1

年である。いずれの場合も「安心して働ける環境」ではない。 
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私たちは、ＡＬＴが心から望んでいる「安心して働ける環境」を実現するために、会計年度任用職員としてＡＬＴを直接任用する

か、特別免許状を交付し、教員として採用することが必要であると考えている。 

 京都府議会におかれては、京都府の教員の一人として、教壇で生徒と真摯に向き合っているＡＬＴの声を熟慮していただき、ＡＬ 

Ｔの直接任用、希望者への特別免許状の交付にお力添えをいただきたい。 

 

ついては、次の事項について陳情する。 

 

１ 派遣ＡＬＴの労働条件を是正・改善する必要があること。 

２ 派遣ＡＬＴに係る入札を廃止し、直接雇用を行う必要があること。 

３ 京都府における英語教育の充実のためには、ＡＬＴが安心して働ける環境として、ＡＬＴの直接任用あるいは特別免許状の交付

が必要であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



文－１ 

 



   （案） 

令和７年 月 日  

 

 京都府議会議長 荒 巻 隆 三 殿 

                                                    

文化生活・教育常任委員長 岡 本 和 德  

 

         閉会中の継続審査及び調査要求書 

 

 本委員会に付されている事件は、下記の理由により、引き続き審査及び調

査を要するものと認めるから、京都府議会会議規則第75条の規定により申し

出ます。 

 

                記 

 

１ 件  名 

  (1) 文化芸術、スポーツ及び生涯学習の振興について 

 (2) 私立学校の振興及び京都府立の大学の整備について 

 (3) 府民の安心・安全の確保に関する対策について 

  (4) 府民生活の向上に関する対策について 

  (5) 教育の振興について 

(6) 文化財保護について 

 

２ 理  由 

  審査及び調査が結了しないため 



文化生活部・警察本部

文化生活部

教育委員会

※委員会調査として位置づけを決定済

北野大茶会
～きょうとまるごとお茶の博覧会

グランドフィナーレ～

京都府、京都市、
きょうとまるごとお茶の博覧会実行委員会

北野天満宮
（京都市上京区）

令和７年10月11日（土）
午前10時～10時30分

古典の日推進委員会
ロームシアター京都
（京都市左京区）

令和７年11月１日（土）
午後１時～３時30分

※
第48回京都府民総合体育大会
オープニングフェスティバル

オープニングセレモニー（総合開会式）

京都府、京都府教育委員会、
公益財団法人京都府スポーツ協会、

京都市、京都市教育委員会、
京都府市長会 、京都府町村会、
京都府市町村教育委員会連合会

京都府立山城総合運動公園
（宇治市）

令和７年10月26日（日）
午前10時～10時40分

京都府中丹文化会館
（綾部市）

・
宇治市文化会館

（宇治市）

(綾部会場)
令和７年11月22日（土）

 午後２時～４時

（宇治会場）
令和７年11月23日（日）

午後３時～５時

行催事等名
主催者名

（招待者名）
会　場

（市区町村名）
日　時

令和７年度全国高校生伝統文化フェスティバル
文化庁、京都府、

京都府高等学校文化連盟
京都コンサートホール

（京都市左京区）
令和７年12月14日（日）
午後１時～３時30分

古典の日フォーラム2025

第37回ＫＹＯのあけぼのフェスティバル2025
ＫＹＯのあけぼのフェスティバル

実行委員会、京都府、
京都府男女共同参画センター らら京都

京都府、
Music Fusion in Kyoto 音楽祭

実行委員会

Music Fusion in Kyoto 音楽祭
オリジナルオーケストラコンサート

京都府交通対策協議会、城陽市、
京都府警察本部

文化パルク城陽
（城陽市）

令和７年11月28日（金）
午後２時～２時45分

京都テルサ
（京都府民総合交流プラザ）

（京都市南区）

令和７年11月22日（土）
午前10時～午後３時

※

※

サンガスタジアム by KYOCERA
（亀岡市）

令和７年９月27日（土）
午前10時30分～10時45分

行催事等に係る委員会調査一覧表（案）

行催事等名
主催者名

（招待者名）
会　場

（市区町村名）
日　時

行催事等名
主催者名

（招待者名）
会　場

（市区町村名）
日　時

令和７年
年末の交通事故防止府民運動スタート式

京のスポーツ・スタジアム夢づくり事業2025
「京都キッズスポーツフェスタ」開会式

京都府

京都ヒューマンフェスタ2025
京都人権啓発推進会議、

京都人権啓発活動ネットワーク協議会、
京都府

京都テルサ
（京都府民総合交流プラザ）

（京都市南区）

令和７年12月７日（日）
午前10時30分～午後４時



文化生活部・警察本部

行催事等名
主催者名
（招待者名）

会　場
（市区町村名）

年　月　日

令和７年夏の交通事故防止府民運動
スタート式

京都府交通対策協議会、宮津市、
京都府警察本部

みやづ歴史の館
（宮津市）

令和７年７月18日（金）

文化生活部

行催事等名
主催者名
（招待者名）

会　場
（市区町村名）

年　月　日

アニメ「鬼滅の刃」全集中展
―刀鍛冶の里編・柱稽古編―

特別内覧会

京都府、京都府京都文化博物館、
関西テレビ放送、京都新聞

京都府京都文化博物館
（京都市中京区）

令和７年７月17日（木）

創立80周年記念 京都工芸美術作家協会展
　煌 -KOGEI・つながる未来-

開会式・内覧会

京都府、京都府京都文化博物館、
京都工芸美術作家協会

京都府京都文化博物館
（京都市中京区）

令和７年８月29日（金）

第５回「古典の日文化基金賞」授賞式

古典の日文化基金賞顕彰委員会、
古典の日推進委員会、

公益財団法人京都文化交流
コンベンションビューロー

京都コンサートホール
（京都市左京区）

令和７年９月３日（水）

2025体育館フェスタ開始式 体育館フェスタ実行委員会
島津アリーナ京都
（京都市北区）

令和７年９月13日（土）

行催事等に係る委員会調査の結果概要について


